
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 参考 2 熊本県の財政状況資料集 

(令和５年度（2023年度）決算) 

について 
  

※総務省公表データをそのまま掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



熊本県の財政状況資料集（令和５年度（2023年度）決算）について 

 

１ 作成目的 

国・地方の財政状況は引き続き厳しい状況にあり、歳出削減等を進めて財政健全化を図 

ることが喫緊の課題となっている中で、地方公共団体が健全な財政運営を行うためには、住

民や議会等の理解を得られるように、財政の状況及び分析に関する情報をできる限り正確

に、かつ、わかりやすく公表することが重要となっているため、「財政状況資料集」として

編成を行いました。 

 

２ 都道府県財政比較分析表等におけるグループについて 

財政力指数の高低により分類された５グループ及び東京都 

 

Ａグループ：財政力指数１．０００以上 

該当なし 

Ｂグループ：財政力指数０．５００以上１．０００未満（２０府県） 

愛知県 神奈川県 千葉県 大阪府 埼玉県 静岡県 茨城県 福岡県 

栃木県 兵庫県 群馬県 宮城県 広島県 三重県 京都府 滋賀県 

岐阜県 岡山県 福島県 長野県  

Ｃグループ：財政力指数０．４００以上０．５００未満（８道県） 

石川県 富山県 新潟県 北海道 香川県 山口県 愛媛県 奈良県  

Ｄグループ：財政力指数０．３００以上０．４００未満（１５県） 

福井県 熊本県 山梨県 大分県 沖縄県 山形県 岩手県 宮崎県  

青森県 佐賀県 鹿児島県 長崎県 和歌山県 徳島県 秋田県 

Ｅグループ：財政力指数０．３００未満（３県） 

鳥取県 高知県 島根県 

 

３ 参考 

総務省ホームページの以下のＵＲＬから、全国の各地方自治体の財政状況資料集等を 

見ることができます。 

※総務省ホームページアドレス 

http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/jyoukyou_shiryou/index.html 
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に
係

る
も

の
-

-
-

-
(Ｆ

)
1
,1

6
6
,1

0
1
,6

1
7

1
,1

3
8
,8

0
1
,2

8
2

1
,1

1
1
,4

8
2
,4

7
5

病
院

事
業

会
計

1
,1

7
8
,7

8
5

1
,5

4
9
,2

2
9

1
,2

5
5
,5

0
4

0
.3

企
業

債
等

繰
入

見
込

額

港
湾

整
備

事
業

特
別

会
計

5
,2

0
0
,7

2
2

5
,2

2
6
,3

2
1

そ
の

他
の

会
計

-
-

-
-

-

実
質

赤
字

比
率

-

損
失

補
償

・
債

務
保

証
の

履
行

に
係

る
も

の
-

-
-

-
将

来
負

担
比

率
（
(Ｅ

)－
(Ｆ

)）
／

（
(Ｃ

)－
(Ｄ

)）
×

１
０

０
1
9
8
.3

2
0
9
.5

2
1
7
.0

1
,9

6
2
,0

0
5

1
,1

9
2
,4

1
2

0
.3

健
全

化
判

断
比

率
令

和
5
年

度
早

期
健

全
化

基
準

財
政

再
生

基
準

地
方

独
立

行
政

法
人

に
係

る
将

来
負

担
額

-

-
-

そ
の

他
上

記
に

準
ず

る
も

の
-

-
-

-
土

地
開

発
公

社
に

係
る

将
来

負
担

額
-

-
-

-

引
き

受
け

た
債

務
の

履
行

に
係

る
も

の
-

-
-

-

公
社

・
三

セ
ク

等

地
方

道
路

公
社

に
係

る
将

来
負

担
額

-
-

3
.7

5

利
子

補
給

に
係

る
も

の
1
,9

9
2
,9

3
5

-
-

5
.0

0
そ

の
他

第
三

セ
ク

タ
ー

等
に

係
る

将
来

負
担

額
5
,9

3
7
,5

6
4

6
,1

8
3
,1

8
1

6
,1

5
2
,6

4
7

1
.7

標
準

財
政

規
模

(Ｃ
)

4
4
2
,2

8
8
,9

3
3

4
3
5
,1

1
1
,2

7
8

4
4
0
,4

4
7
,5

9
2

連
結

実
質

赤
字

比
率

-
8
.7

5
1
5
.0

0

特
定

財
源

の
額

(Ｂ
)

6
,0

4
8
,3

4
9

5
,0

8
8
,9

6
3

5
,6

6
7
,2

7
3

3
5
.0

(Ｃ
)－

(Ｄ
)

3
7
4
,2

6
4
,6

8
0

3
6
7
,2

5
1
,7

7
3

3
7
1
,6

0
6
,5

3
8

将
来

負
担

比
率

2
1
7
.0

4
0
0
.0

算
入

公
債

費
等

の
額

(Ｄ
)

6
8
,0

2
4
,2

5
3

6
7
,8

5
9
,5

0
5

6
8
,8

4
1
,0

5
4

実
質

公
債

費
比

率
8
.3

2
5
.0

実
質

公
債

費
比

率
（
(Ａ

)－
((

Ｂ
)＋

(Ｄ
))

）
／

（
(Ｃ

)－
(Ｄ

)）
×

１
０

０

(単
年

度
)

7
.1

9
.3

8
.6

(3
ヵ

年
平

均
)

7
.3

7
.8

8
.3
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（
3
）
都
道
府
県
財
政
比
較
分
析
表

(普
通
会
計
決
算

)
熊

本
県

令
和

5年
度

人
口

う
ち

日
本

人

面
積

歳
入

総
額

歳
出

総
額

実
質

収
支

標
準

財
政

規
模

地
方

債
現

在
高

1,
72

8,
0
98

1,
70

2,
9
77

7,
40
9.
1
8

95
4,

29
6
,6

21

90
3,

82
5
,0

31

30
,9
22
,
99
1

44
0,

44
7
,5

92

1,
66
9,
8
54
,3
1
7

人
(R

6
.
1
.
1
現

在
)

人
(R

6
.
1
.
1
現

在
)

ｋ
㎡

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

実
質

赤
字

比
率

連
結

実
質

赤
字

比
率

実
質

公
債

費
比

率

将
来

負
担

比
率

- -

8.
3

21
7.
0

％ ％ ％ ％

グ
ル

ー
プ

(
年

度
毎

)

R0
1 

 Ｃ
R
0
2
 
 Ｃ

R0
3
 
 Ｃ

R0
4 

 Ｄ
R
0
5
 
 Ｄ

当
該

団
体

値

グ
ル
ー
プ
内
平
均
値

グ
ル
ー
プ
内
の

最
大
値
及
び
最
小
値

※
グ
ル
ー
プ
と
は
、
道
府
県
を
財
政
力
指
数
の
高
低
に
よ
っ
て

5
つ
に
分
類
し
た
も
の
で
あ
る
。

Ａ
グ
ル
ー
プ

1
.0

0
0
以
上
、
Ｂ
グ
ル
ー
プ

0.
5
00
以
上

1
.0

0
0
未
満
、
Ｃ
グ
ル
ー
プ

0
.4

0
0
以
上

0.
5
00
未
満
、
Ｄ
グ
ル
ー
プ

0.
3
00
以
上

0.
4
00
未
満
、
Ｅ
グ
ル
ー
プ

0.
3
00
未
満

※
「
人
件
費
・
物
件
費
等
の
状
況
」
の
決
算
額
は
、
人
件
費
、
物
件
費
及
び
維
持
補
修
費
の
合
計
で
あ
る
。
た
だ
し
、
人
件
費
に
は
事
業
費
支
弁
人
件
費
を
含
み
、
退
職
金
は
含
ま
な
い
。

※
人
口
に
つ
い
て
は
、
各
調
査
対
象
年
度
の

1
月

1
日
現
在
の
住
民
基
本
台
帳
に
登
載
さ
れ
て
い
る
人
口
に
基
づ
い
て
い
る
。

※
グ
ル
ー
プ
内
順
位
及
び
都
道
府
県
平
均
は
、
令
和

5
年
度
決
算
の
状
況
で
あ
る
。
ま
た
同
一
グ
ル
ー
プ
の
団
体
が
存
在
し
な
い
場
合
、
グ
ル
ー
プ
内
順
位
を
表
示
し
な
い
。

※
「
定
員
管
理
の
状
況
」
の
「
人
口

1
0
万
人
当
た
り
職
員
数
」
の
算
出
に
用
い
る
職
員
数
及
び
「
給
与
水
準
（
国
と
の
比
較
）
｣の
｢ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
｣に
つ
い
て
は
、
各
調
査
対
象
年
度
の

地
方
公
務
員
給
与
実
態
調
査
に
基
づ
い
て
い
る
。

財
政
力

財
政
力
指
数

[0
.4

0
]

グ
ル
ー
プ
内
順
位

1/
15

都
道
府
県
平
均

0.
49

財
政
力
指
数
の
分
析
欄

R
2年

度
ま
で
は
上
昇
基
調
で
あ
っ
た
が
、

R
3
年
度
は
新
型
コ
ロ
ナ
の
影
響
に
よ
る
税

収
の
落
ち
込
み
に
よ
り
減
少
、

R
4
年
度
か
ら

R
5年

度
は
横
ば
い
と
い
う
結
果
に
な
っ

た
。 熊
本
地
震
と
令
和
２
年
７
月
豪
雨
災
害
か
ら
の
創
造
的
復
興
に
引
き
続
き
取
り
組

む
と
と
も
に
、

T
S
M

C
の
進
出
を
契
機
と
し
た
半
導
体
関
連
産
業
の
更
な
る
集
積
等
を

進
め
る
こ
と
で
、
税
収
増
に
つ
な
げ
、
当
該
比
率
の
改
善
を
図
る
。

0.
2
7

0.
3
0

0.
3
3

0.
3
6

0.
3
9

0.
4
2

0.
4
5

0
.4

8

0
.3

1

0
.4

0

0
.3

5
0
.3

5

0
.4

4
0
.4

5
0
.4

5

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

0
.4

0
0
.4

0

0
.4

0

0
.4

3
0
.4

2

財
政
構
造
の
弾
力
性

経
常
収
支
比
率

[9
1
.5

%
]

グ
ル
ー
プ
内
順
位

6/
15

都
道
府
県
平
均

92
.5

経
常
収
支
比
率
の
分
析
欄

R
元
年
度
ま
で
は
悪
化
傾
向
だ
っ
た
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に

よ
る
既
存
事
業
の
縮
小
等
に
よ
り

R
2
年
度
に
反
転
し

R
3
年
度
は
大
幅
に
改
善
。

R
4

年
度
か
ら
は
、
普
通
交
付
税
や
臨
時
財
政
対
策
等
の
減
に
よ
り
、
経
常
一
般
財
源

等
が
減
少
し
た
こ
と
に
よ
り
再
び
悪
化
し
、

R
5年

度
は

9
1
.5
％
と
な
っ
た
。

(%
)

99
.0

96
.0

93
.0

90
.0
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.0

84
.0

81
.0

9
6
.7

8
8
.7

9
2
.6

9
3
.1

8
9
.0

9
4
.8

9
5
.8

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

9
1
.5

9
0
.5

8
4
.9

9
2
.7

9
4
.2

人
件
費
・
物
件
費
等
の
状
況

人
口

1
人
当
た
り
人
件
費
・
物
件
費
等
決
算
額

[1
1
7
,1

2
9
円

]
グ
ル
ー
プ
内
順
位

1/
15

都
道
府
県
平
均

11
6,

99
7

人
口

1人
当
た
り
人
件
費
・物

件
費
等
決
算
額
の
分
析
欄

R
2年

度
か
ら

R
4年

度
に
か
け
て
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
関
連
事
業
増

加
に
伴
う
物
件
費
の
増
等
に
よ
り
人
口
一
人
当
た
り
の
決
算
額
は
増
加
傾
向
だ
っ
た
。

R
5年

度
は
、
定
年
延
長
に
伴
う
退
職
手
当
の
減
や
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

関
連
事
業
の
縮
小
等
に
伴
う
物
件
費
の
減
等
に
よ
り
、
一
人
当
た
り
の
決
算
額
が
減

少
に
転
じ
た
。

(円
)

2
2
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0

1
8
0
,0

0
0

1
6
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0

1
4
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0

1
2
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0

1
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0
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0
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9
2
,2
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2

1
1
7
,1

2
9

1
6
1
,4

0
0

1
6
9
,8

3
3

1
3
2
,9

3
2

1
2
9
,1

4
0

1
2
5
,4

1
4

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

1
1
7
,1

2
9

1
2
1
,9

8
3

1
1
8
,3

0
8

1
1
4
,2

9
3

1
0
9
,1

9
3

給
与
水
準

（
国
と
の
比
較
）

ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数

[9
9
.4

]
グ
ル
ー
プ
内
順
位

9/
15

都
道
府
県
平
均

99
.6

ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
の
分
析
欄

本
県
で
は
、

H
28
年
４
月
か
ら
給
与
制
度
の
総
合
的
見
直
し
を
実
施
（
国
よ
り
１
年

遅
れ
）。
こ
の
見
直
し
に
伴
う
経
過
措
置
（現

給
保
障
）
を
、
国
が

H
2
9年

度
末
に
終
了

し
た
の
に
対
し
、
本
県
で
は

H
31
年
度
ま
で
継
続
し
、

H
31
年
度
の
昇
給
ま
で
昇
給
効

果
が
抑
制
さ
れ
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
年
々
指
数
が
低
下
し
た
。

さ
ら
に
、

R
2
年
度
以
降
は
、
令
和
２
年
７
月
豪
雨
災
害
対
応
等
に
係
る
職
員
採
用

に
伴
う
職
員
構
成
の
変
動
や
、
職
員
の
新
陳
代
謝
に
よ
り
、

R
4
年
度
時
点
で

9
9
.4
ポ

イ
ン
ト
ま
で
低
下
し
、

R
5
年
度
に
お
い
て
も
同
ポ
イ
ン
ト
と
な
っ
て
い
る
。

1
0
2
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9
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9
7
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9
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0
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9
.4

9
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9
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9
9
.7

9
9
.9

定
員
管
理
の
状
況

人
口

1
0
万
人
当
た
り
職
員
数

[1
,1

3
6.

2
8
人

]
グ
ル
ー
プ
内
順
位

1/
15

都
道
府
県
平
均

1,
08

6.
47

人
口

10
万
人
当
た
り
職
員
数
の
分
析
欄

財
政
再
建
戦
略
に
基
づ
き
、

H
20
年
４
月
か
ら
の
４
年
間
で

1
,2

8
8人

を
削
減
。

そ
の
後
も
、

H
2
4年

４
月
か
ら
の
４
年
間
で
、
知
事
部
局
に
お
い
て

1
9
7
人
を
削
減
。

H
2
8年

度
以
降
は
、
熊
本
地
震
及
び
令
和
２
年
７
月
豪
雨
災
害
か
ら
の
復
旧
・復

興
業
務
な
ど
の
短
期
的
な
行
政
需
要
に
対
応
す
る
た
め
、
任
期
付
職
員
の
採
用
な

ど
、
将
来
の
組
織
体
制
へ
の
影
響
を
考
慮
し
な
が
ら
、
必
要
な
人
員
確
保
に
努
め
て

い
る
。

(人
)
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0
00

.0
0

1,
8
00

.0
0

1,
6
00

.0
0

1,
4
00

.0
0

1,
2
00

.0
0

1,
0
00

.0
0

8
0
0
.0

0

1
,7

2
5
.9

7

1
,1

3
6
.2

8

1
,5

3
9
.4

2
1
,5

1
6
.2

9

1
,2

6
9
.3

9
1
,2

6
6
.8

4
1
,2

3
5
.6

3

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

1
,1

3
6
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1
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1
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3
3
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6
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7
1
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42
.7

3

公
債
費
負
担
の
状
況

実
質
公
債
費
比
率

[8
.3

%
]

グ
ル
ー
プ
内
順
位

2/
15

都
道
府
県
平
均

10
.1

実
質
公
債
費
比
率
の
分
析
欄

３
カ
年
平
均
で
算
出
す
る
実
質
公
債
費
比
率
は
平
成

2
8年

熊
本
地
震
や
令
和
２
年

７
月
豪
雨
災
害
に
係
る
償
還
が
本
格
化
し
つ
つ
あ
り
、
こ
れ
ま
で
減
少
傾
向
に
あ
っ

た
公
債
費
が
令
和
４
年
度
か
ら
増
加
に
転
じ
、
横
ば
い
で
推
移
し
た
こ
と
等
か
ら
、

0.
5

ポ
イ
ン
ト
増
加
と
な
っ
た
。

引
き
続
き
、
県
債
残
高
を
増
加
さ
せ
な
い
財
政
運
営
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。

(%
)

1
8
.0

1
6
.0

1
4
.0

1
2
.0

1
0
.0

8.
0

6.
0

4
.0

1
5
.3

7
.4

1
1
.1

1
0
.7

1
3
.7

1
3
.8

1
4
.4

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

8
.3

7
.8

7
.3

7
.7

8
.5

将
来
負
担
の
状
況

将
来
負
担
比
率

[2
1
7
.0

%
]

グ
ル
ー
プ
内
順
位

13
/1

5
都
道
府
県
平
均

14
8.

7

将
来
負
担
比
率
の
分
析
欄

平
成

28
年
熊
本
地
震
分
の
県
債
残
高
が
減
と
な
っ
た
一
方
、
令
和
２
年
７
月
豪
雨

分
や
通
常
債
が
増
と
な
っ
た
こ
と
等
か
ら
、

7
.5
ポ
イ
ン
ト
増
と
な
っ
た
。

引
き
続
き
、
事
業
の
ス
ク
ラ
ッ
プ
ア
ン
ド
ビ
ル
ド
を
徹
底
す
る
と
と
も
に
、
財
源
の
確

保
と
将
来
負
担
を
考
慮
し
な
が
ら
、
適
切
な
財
政
運
営
に
努
め
る
。

(%
)

40
0.

0

30
0.

0

2
0
0
.0

10
0.

0

0.
0

2
4
3
.0

2
4
.9

1
6
0
.6

1
6
2
.0

2
2
5
.3

2
4
6
.3

2
5
0
.4

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

2
1
7
.0

2
0
9
.5

1
9
8
.3

2
1
0
.9

2
0
5
.6
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（
4
）
-
1
 都
道
府
県
経
常
経
費
分
析
表

(普
通
会
計
決
算

)
熊

本
県

令
和

5年
度

経
常

収
支

比
率

の
分

析

人
口

う
ち

日
本

人

面
積

歳
入

総
額

歳
出

総
額

実
質

収
支

標
準

財
政

規
模

地
方

債
現

在
高

1,
72
8,
0
9
8

1,
70
2,
9
77

7,
40

9.
1
8

95
4,

29
6
,6

21

90
3,

82
5
,0

31

3
0
,9

22
,
99

1

44
0,

44
7
,5

92

1,
66

9,
8
54

,3
1
7

人
(
R
6
.
1
.
1
現

在
)

人
(R

6.
1.

1
現
在
)

ｋ
㎡

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

実
質

赤
字

比
率

連
結

実
質

赤
字

比
率

実
質

公
債

費
比

率

将
来

負
担

比
率

- -

8.
3

2
1
7.

0

％ ％ ％ ％

グ
ル

ー
プ

(
年

度
毎

)

R0
1 
 
Ｃ

R
02

  
Ｃ

R0
3 
 
Ｃ

R0
4 
 
Ｄ

R
05

  
Ｄ

当
該

団
体

値

グ
ル
ー
プ
内
平
均
値

グ
ル
ー
プ
内
の

最
大
値
及
び
最
小
値

※
グ
ル
ー
プ
と
は
、
道
府
県
を
財
政
力
指
数
の
高
低
に
よ
っ
て

5
つ
に
分
類
し
た
も
の
で
あ
る
。

Ａ
グ
ル
ー
プ

1
.0

0
0
以
上
、
Ｂ
グ
ル
ー
プ

0
.5

0
0
以
上

1
.0

0
0
未
満
、
Ｃ
グ
ル
ー
プ

0
.4

0
0
以
上

0
.5

0
0
未
満
、
Ｄ
グ
ル
ー
プ

0
.3

0
0
以
上

0
.4

0
0
未
満
、
Ｅ
グ
ル
ー
プ

0
.3

0
0
未
満

※
人
口
に
つ
い
て
は
、
各
調
査
対
象
年
度
の

1
月

1
日
現
在
の
住
民
基
本
台
帳
に
登
載
さ
れ
て
い
る
人
口
に
基
づ
い
て
い
る
。

※
グ
ル
ー
プ
内
順
位
及
び
都
道
府
県
平
均
は
、
令
和

5
年
度
決
算
の
状
況
で
あ
る
。
ま
た
同
一
グ
ル
ー
プ
の
団
体
が
存
在
し
な
い
場
合
、
グ
ル
ー
プ
内
順
位
を
表
示
し
な
い
。

人
件
費

グ
ル
ー
プ
内
順
位

2/
15

都
道
府
県
平
均

33
.2

人
件
費
の
分
析
欄

財
政
再
建
戦
略
に
基
づ
き
、
Ｈ
２
０
年
４
月
か
ら
の
４
年
間
で
１
，
２
８
８
人
を
削
減
。

そ
の
後
も
、
Ｈ
２
４
年
４
月
か
ら
の
４
年
間
で
、
知
事
部
局
に
お
い
て
１
９
７
人
を
削
減
。

Ｈ
２
９
年
度
は
、
教
育
部
門
に
お
け
る
政
令
市
へ
の
税
源
・
権
限
移
譲
に
伴
う
県
費
負
担
教
職
員

数
の
減
（
▲
３
，
２
２
３
人
）
に
よ
り
、
大
幅
な
職
員
数
の
減
少
と
な
っ
た
。

Ｈ
２
８
年
度
以
降
は
、
熊
本
地
震
及
び
令
和
２
年
７
月
豪
雨
災
害
か
ら
の
復
旧
・
復
興
業
務
な
ど

の
短
期
的
な
行
政
需
要
に
対
応
す
る
た
め
、
任
期
付
職
員
の
採
用
な
ど
、
将
来
の
組
織
体
制
へ
の

影
響
を
考
慮
し
な
が
ら
、
必
要
な
人
員
確
保
を
図
り
つ
つ
、
事
業
見
直
し
に
よ
る
経
常
経
費
の
抑
制

等
を
行
い
、
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
る
。
併
せ
て
、
定
年
引
上
げ
に
伴
う
退
職
手
当
に
つ
い
て

は
、
県
財
政
へ
の
影
響
を
考
慮
し
な
が
ら
、
基
金
へ
の
積
み
立
て
等
を
行
っ
て
い
る
。

(%
)

4
4
.0

4
2
.0

4
0
.0

3
8
.0

3
6
.0

3
4
.0

3
2
.0

3
0
.0

4
1
.3

3
2
.2

3
5
.3

3
7
.0

3
3
.2

3
6
.2

3
6
.8

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

3
2
.4

3
3
.3

3
1
.7

3
4
.8

3
5
.4

物
件
費

グ
ル
ー
プ
内
順
位

1/
15

都
道
府
県
平
均 4.
2

物
件
費
の
分
析
欄

各
年
度
に
お
い
て
事
業
費
の
増
減
は
あ
る
も
の
の
、
累
次
に
わ
た
る
財

政
健
全
化
の
取
組
み
に
よ
り
経
常
物
件
費
全
体
を
抑
制
し
て
お
り
、
グ
ル
ー

プ
内
で
の
当
該
比
率
は
最
も
低
く
な
っ
て
い
る
。

R
5
年
度
も

R
4
年
度
と
同
程
度
の
比
率
と
な
っ
て
い
る
が
、
引
き
続
き
事
業

見
直
し
に
よ
る
経
常
経
費
の
抑
制
に
努
め
、
当
該
比
率
の
改
善
を
図
る
。

(%
)

8
.0

7
.0

6
.0

5
.0

4
.0

3
.0

2
.0

1
.0

6
.5

2
.7

4
.1

3
.8

3
.1

3
.3

3
.5

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

2
.7

2
.5

2
.2

2
.3

2
.1

扶
助
費

グ
ル
ー
プ
内
順
位

12
/1

5
都
道
府
県
平
均 2.
4

扶
助
費
の
分
析
欄

少
子
高
齢
化
に
伴
う
社
会
保
障
関
係
経
費
の
増
加
と
と
も
に
、
本
県
の
特

殊
事
情
で
あ
る
水
俣
病
総
合
対
策
経
費
に
よ
り
当
該
比
率
は
高
い
傾
向
に

あ
る
。

(%
)

5
.0

4
.0

3
.0

2
.0

1
.0

0
.0

3
.6

1
.1

2
.3

2
.1

2
.1

2
.2

2
.2

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

3
.0

2
.6

2
.6

2
.7

2
.7

そ
の
他

グ
ル
ー
プ
内
順
位

12
/1

5
都
道
府
県
平
均 3.
7

そ
の
他
の
分
析
欄

財
政
再
建
戦
略
（H

20
.4
月
か
ら

H
24
年

4月
ま
で
の

4
年
間
）
を
は
じ
め
と

し
た
累
次
に
わ
た
る
財
政
健
全
化
の
取
組
み
に
よ
り
抑
制
を
継
続
し
て
き
た

が
、

R
1
年
度
か
ら
は
熊
本
地
震
や
令
和

2
年

7
月
豪
雨
後
の
中
小
企
業
金

融
総
合
支
援
事
業
貸
付
金
の
増
等
に
よ
り
高
い
比
率
が
続
い
た
。

R
5
年
度
は
、
当
該
貸
付
金
は
大
幅
に
減
少
し
た
も
の
の
、
退
職
手
当
基

金
へ
の
積
立
金
の
増
等
に
よ
り
前
年
度
並
み
と
な
っ
た
。
引
き
続
き
事
業
見

直
し
に
よ
る
経
常
経
費
の
抑
制
等
に
よ
り
、
当
該
比
率
の
改
善
を
図
る
。

(%
)

5
.0

4
.5

4
.0

3
.5

3
.0

2
.5

2
.0

4
.4

2
.5

3
.3

3
.4

3
.3

3
.4

3
.2

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

3
.8

3
.9

3
.7

3
.9

4
.3

補
助
費
等

グ
ル
ー
プ
内
順
位

14
/1

5
都
道
府
県
平
均

28
.3

補
助
費
等
の
分
析
欄

財
政
再
建
戦
略
（
H

2
0
.4
月
か
ら

H
2
4
年

4
月
ま
で
の

4
年
間
）を
は
じ
め
と
し
た
累

次
に
わ
た
る
財
政
健
全
化
の
取
組
み
に
よ
り
、
抑
制
を
図
っ
て
い
る
も
の
の
、
少

子
高
齢
化
の
進
展
に
伴
う
社
会
保
障
関
係
経
費
の
増
加
等
に
よ
り
、
当
該
比
率

は
高
く
な
っ
て
い
る
。

R
5
年
度
は
、
教
育
・
保
育
関
係
給
付
金
の
増
等
に
よ
り
、
比
率
は

2
7
.0

%
と
増
加

し
た
。

引
き
続
き
、
事
業
見
直
し
に
よ
る
経
常
経
費
の
抑
制
等
に
よ
り
、
当
該
比
率
の

改
善
を
図
る
。

(%
)

3
0
.0

2
8
.0

2
6
.0

2
4
.0

2
2
.0

2
0
.0

1
8
.0

2
7
.9

2
0
.1

2
4
.2

2
3
.4

2
3
.0

2
4
.0

2
3
.8

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

2
7
.0

2
6
.0

2
4
.6

2
6
.8

2
6
.7

公
債
費

グ
ル
ー
プ
内
順
位

3/
15

都
道
府
県
平
均

20
.7

公
債
費
の
分
析
欄

財
政
再
建
戦
略
（Ｈ
２
０
年
度
か
ら
Ｈ
２
３
年
度
ま
で
の
４
年
間
）
以
降
、
投

資
的
経
費
を
抑
制
し
て
き
た
こ
と
や
、
過
去
の
大
型
投
資
の
償
還
終
了
等
に

よ
り
、
類
似
団
体
平
均
を

0
.8
ポ
イ
ン
ト
下
回
っ
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
令
和
２
年
７
月
豪
雨
関
連
事
業
や
国
土
強
靭
化
関
連
事

業
等
の
償
還
が
本
格
化
し
て
き
て
い
る
こ
と
か
ら
、
当
該
比
率
は

R
4
以
降
上

昇
基
調
に
転
じ
、
今
後
継
続
す
る
も
の
と
見
込
ん
で
い
る
。

(%
)

3
0
.0

2
7
.0

2
4
.0

2
1
.0

1
8
.0

1
5
.0

1
2
.0

2
7
.3

1
5
.4

2
3
.4

2
3
.4

2
4
.3

2
5
.7

2
6
.3

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

2
2
.6

2
2
.2

2
0
.1

2
2
.2

2
3
.0

公
債
費
以
外

グ
ル
ー
プ
内
順
位

8/
15

都
道
府
県
平
均

71
.8

公
債
費
以
外
の
分
析
欄

R
5年

度
は
、
県
税
等
が
増
加
し
た
一
方
、
臨
時
財
政
対
策
債
等
の
経
常

一
般
財
源
等
が
減
少
し
た
た
め
、
前
年
度
並
み
と
な
っ
た
。

引
き
続
き
、
事
業
見
直
し
に
よ
る
経
常
経
費
の
抑
制
等
に
努
め
、
当
該
比

率
の
維
持
を
図
る
。

(%
)

8
5
.0

8
0
.0

7
5
.0

7
0
.0

6
5
.0

6
0
.0

5
5
.0

8
0
.8

6
2
.5

6
9
.2

6
9
.7

6
4
.7

6
9
.1

6
9
.5

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

6
8
.9

6
8
.3

6
4
.8

7
0
.5

7
1
.2
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人
件
費
及
び
人
件
費
に
準
ず
る
費
用
の
分
析

人
件

費
及

び
人

件
費

に
準

ず
る

費
用

人
口
1人

当
た
り
決
算
額

当
該
団
体
（
円
）

グ
ル

ー
プ

内
平

均
（

円
）

対
比
（
％
）

16
6,
13
6,
50
9

96
,1
38

13
1,
70
3

▲
 2
7.
0

34
,5
44

20
69
4

▲
 9
7.
1

-
-

-
-

-
-

4
-

3,
79
2,
69
7

2,
19
5

2,
52
8

▲
 1
3.
2

▲
 7
,6
31
,9
07

▲
 4
,4
16

▲
 6
,4
17

▲
 3
1.
2

16
2,
33
1,
84
3

93
,9
37

12
8,
51
2

▲
 2
6.
9

参
考

当
該
団
体

グ
ル
ー
プ
内
平
均

対
比
（
差
引
）

1,
13
6.
28

1,
53
9.
42

▲
 4
03
.1
4

99
.4

98
.7

0.
7

公
債
費
及
び
公
債
費
に
準
ず
る
費
用
の
分
析

公
債

費
及

び
公

債
費

に
準

ず
る

費
用

（
実

質
公

債
費

比
率

の
構

成
要

素
）

人
口
1人

当
た
り
決
算
額

当
該
団
体
（
円
）

グ
ル

ー
プ

内
平

均
（

円
）

対
比
（
％
）

82
,2
36
,9
35

47
,5
88

68
,2
16

▲
 3
0.
2

-
-

6
-

21
,4
68
,5
52

12
,4
23

6,
88
5

80
.4

1,
37
4,
21
9

79
5

1,
85
0

▲
 5
7.
0

-
-

12
4

-

1,
42
9,
86
7

82
7

51
9

59
.3

16
0

8
▲
 1
00
.0

▲
 5
,6
67
,2
73

▲
 3
,2
79

▲
 2
,1
87

49
.9

▲
 6
8,
84
1,
05
4

▲
 3
9,
83
6

▲
 4
5,
42
5

▲
 1
2.
3

32
,0
01
,2
62

18
,5
18

29
,9
97

▲
 3
8.
3

（
参
考
）
　
普
通
建
設
事
業
費
の
分
析

普
通
建
設
事
業
費

当
該
団
体
(円

)
増
減
率
(%
)(
A)

グ
ル

ー
プ

内
平

均
(
円

)
増
減
率
(%
)(
B)

(A
)-
(B
)

 R
01

15
8,
49
6,
34
1

89
,5
52

▲
 7
.7

91
,7
43

11
.2

▲
 1
8.
9

う
ち

単
独

分
34
,4
18
,9
03

19
,4
47

0.
4

21
,8
72

14
.5

▲
 1
4.
1

 R
02

15
8,
81
4,
31
8

90
,2
96

0.
8

95
,4
29

4.
0

▲
 3
.2

う
ち

単
独

分
33
,5
55
,9
08

19
,0
79

▲
 1
.9

19
,3
71

▲
 1
1.
4

9.
5

 R
03

17
3,
37
4,
08
7

99
,2
12

9.
9

93
,5
40

▲
 2
.0

11
.9

う
ち

単
独

分
37
,2
71
,2
08

21
,3
28

11
.8

20
,6
17

6.
4

5.
4

 R
04

17
1,
91
0,
81
8

98
,9
16

▲
 0
.3

11
5,
99
1

24
.0

▲
 2
4.
3

う
ち

単
独

分
41
,7
84
,2
70

24
,0
42

12
.7

28
,5
46

38
.5

▲
 2
5.
8

 R
05

17
4,
44
7,
23
2

10
0,
94
8

2.
1

11
8,
51
7

2.
2

▲
 0
.1

う
ち

単
独

分
49
,2
76
,0
67

28
,5
15

18
.6

30
,9
26

8.
3

10
.3

 過
去

５
年

間
平

均
16
7,
40
8,
55
9

95
,7
85

1.
0

10
3,
04
4

7.
9

▲
 6
.9

う
ち

単
独

分
39
,2
61
,2
71

22
,4
82

8.
3

24
,2
66

11
.3

▲
 3
.0

一
時

借
入

金
利

子
（

同
一

団
体

に
お

け
る

会
計

間
の

現
金

運
用

に
係

る
利

子
は

除
く

）
▲

特
定

財
源

の
額

▲
地

方
債

に
係

る
元

利
償

還
金

及
び

準
元

利
償

還
金

に
要

す
る

経
費

と
し
て

普
通

交
付

税
の

額
の

算
定

に
用

い
る

基
準

財
政

需
要

額
に

算
入

さ
れ

た
額

合
計

当
該

団
体

決
算

額
（

千
円

）
人
口
１
人
当
た
り
決
算
額

元
利

償
還

金
の

額
（

繰
上

償
還

額
等

を
除

く
）

積
立

不
足

額
を

考
慮

し
て

算
定

し
た

額
満

期
一

括
償

還
地

方
債

の
一

年
当

た
り

の
元

金
償

還
金

に
相

当
す

る
も
の

（
年

度
割

相
当

額
）

公
営

企
業

に
要

す
る

経
費

の
財

源
と

す
る

地
方

債
の

償
還

の
財

源
に

充
て

た
と

認
め

ら
れ

る
繰

入
金

一
部

事
務

組
合

等
の

起
こ

し
た

地
方

債
に

充
て

た
と

認
め

ら
れ

る
補

助
金

又
は

負
担

金
公

債
費

に
準

ず
る

債
務

負
担

行
為

に
係

る
も

の

▲
退

職
金

合
計

人
口

10
0,
00
0人

当
た

り
職

員
数

（
人

）
ラ

ス
パ

イ
レ

ス
指

数

（
注

）
人
口

に
つ

い
て

は
、

各
調

査
対

象
年

度
の

1
月

1
日

現
在

の
住

民
基

本
台

帳
に

登
載

さ
れ

て
い

る
人

口
に

基
づ

い
て

い
る

。

当
該
団
体
決
算
額

（千
円
）

当
該
団
体
決
算
額

（千
円
）

人
件

費
公

営
企

業
（

法
適

）
等

に
対

す
る

繰
出

し
（

補
助

費
等

）
公

営
企

業
（

法
適

）
等

に
対

す
る

繰
出

し
（

投
資

及
び

出
資

金
・

貸
付
金
）

公
営

企
業

（
法

非
適

）
等

に
対

す
る

繰
出

し
（

繰
出

金
）

事
業

費
支

弁
に

係
る

職
員

の
人

件
費

（
投

資
的

経
費

）

0

2
0,

0
0
0

4
0,

0
0
0

6
0,

0
0
0

8
0,

0
0
0

1
00

,0
00

1
20

,0
00

1
40

,0
00

1
60

,0
00

 R
0
1

 R
0
2

 R
0
3

 R
0
4

 R
0
5

（
円
）

人
口

1
人
当
た
り
決
算
額
の
推
移

（
4
）
-
2
 都
道
府
県
経
常
経
費
分
析
表

(普
通
会
計
決
算

)
熊

本
県

令
和

5年
度

当
該
団
体
値

グ
ル
ー
プ
内
平
均
値

人
口

1人
当
た
り
決
算
額
の
推
移

当
該

団
体

値

グ
ル
ー
プ
内
平
均
値

グ
ル
ー
プ
内
の

最
大
値
及
び
最
小
値

(円
)

6
0
,0

0
0

8
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

1
2
0
,0

0
0

1
4
0
,0

0
0

1
6
0
,0

0
0

9
3
,9

3
7

1
4
4
,6

8
9

1
2
8
,5

1
2

1
2
6
,5

8
0

1
0
4
,4

5
1

1
0
6
,0

7
5

1
0
6
,6

6
9

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

9
3
,9

3
7

9
2
,5

0
1

9
2
,9

8
5

9
2
,6

1
0

9
1
,8

3
6

人
口

1人
当
た
り
決
算
額
の
推
移

当
該

団
体

値

グ
ル
ー
プ
内
平
均
値

グ
ル
ー
プ
内
の

最
大
値
及
び
最
小
値

(円
) 0

1
0
,0

0
0

2
0
,0

0
0

3
0
,0

0
0

4
0
,0

0
0

5
0
,0

0
0

1
8
,5

1
8

4
2
,5

7
6

2
9
,9

9
7

2
9
,5

5
2

3
2
,1

0
0

3
0
,1

0
3

2
9
,4

0
1

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

1
8
,5

1
8

1
9
,6

7
8

1
5
,2

2
5

1
4
,3

8
1

1
5
,0

7
9

107



 

（
5
）
都
道
府
県
性
質
別
歳
出
決
算
分
析
表
（
住
民
一
人
当
た
り
の
コ
ス
ト
）

熊
本
県

令
和

5年
度

人
口

う
ち

日
本

人

面
積

歳
入

総
額

歳
出

総
額

実
質

収
支

標
準

財
政

規
模

地
方

債
現

在
高

1,
7
28

,0
98

1,
7
02

,9
77

7,
40

9
.
1
8

9
5
4,

29
6
,
62

1

90
3,

82
5
,0

31

30
,9
22
,
99
1

44
0,

44
7
,5

92

1,
66
9,
8
54
,3
1
7

人
(R

6
.1

.
1
現
在

)

人
(R

6
.1

.
1
現
在

)

ｋ
㎡

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

実
質

赤
字

比
率

連
結

実
質

赤
字

比
率

実
質

公
債

費
比

率

将
来

負
担

比
率

- -

8
.
3

21
7.
0

％ ％ ％ ％

グ
ル

ー
プ

(
年

度
毎

)

R
0
1
 
 Ｃ

R
0
2
 
 Ｃ

R
0
3
 
 Ｃ

R
0
4
 
 Ｄ

R
0
5
 
 Ｄ

当
該

団
体

値

グ
ル
ー
プ
内
平
均
値

グ
ル
ー
プ
内
の

最
大
値
及
び
最
小
値

※
グ
ル
ー
プ
と
は
、
道
府
県
を
財
政
力
指
数
の
高
低
に
よ
っ
て

5
つ
に
分
類
し
た
も
の
で
あ
る
。

Ａ
グ
ル
ー
プ

1
.0

0
0
以
上
、
Ｂ
グ
ル
ー
プ

0
.5

0
0
以
上

1
.0

0
0
未
満
、
Ｃ
グ
ル
ー
プ

0
.4

0
0
以
上

0
.5

0
0
未
満
、
Ｄ
グ
ル
ー
プ

0
.3

0
0
以
上

0
.4

0
0
未
満
、
Ｅ
グ
ル
ー
プ

0
.3

0
0
未
満

※
人
口
に
つ
い
て
は
、
各
調
査
対
象
年
度
の

1
月

1
日
現
在
の
住
民
基
本
台
帳
に
登
載
さ
れ
て
い
る
人
口
に
基
づ
い
て
い
る
。

※
グ
ル
ー
プ
内
順
位
及
び
都
道
府
県
平
均
は
、
令
和

5
年
度
決
算
の
状
況
で
あ
る
。
ま
た
同
一
グ
ル
ー
プ
の
団
体
が
存
在
し
な
い
場
合
グ
ル
ー
プ
内
順
位
を
表
示
し
な
い
。

人
件
費

グ
ル
ー
プ
内
順
位

15
/1

5
都
道
府
県
平
均

95
,9

30
(円

)

8
0,

0
00

10
0,

0
0
0

12
0,

0
0
0

14
0,

0
0
0

16
0,

0
0
0

18
0,

0
0
0

9
6
,1

3
8

1
4
9
,3

7
5

1
3
1
,7

0
3

1
3
5
,7

01

1
1
2
,1

5
2

1
1
3
,4

2
5

1
1
4
,0

2
1

R
0
5

R
04

R
0
3

R
0
2

R
0
1

9
6
,1

3
8

9
8
,2

5
5

9
9
,2

6
5

9
8
,0

3
0

9
7
,9

0
9

物
件
費

グ
ル
ー
プ
内
順
位

13
/1

5
都
道
府
県
平
均

18
,9

19
(円

)

0

1
0
,0

0
0

2
0,

0
00

3
0,

0
00

4
0
,0

0
0

5
0,

0
00

6
0,

0
00

1
6
,2

1
6

4
7
,0

0
8

2
6
,8

9
9

3
7
,1

6
7

2
2
,7

1
6

1
7
,6

7
9

1
5
,1

7
4

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

1
9
,7

9
8

2
6
,3

1
5

2
2
,3

5
7

1
8
,7

2
5

1
4
,3

2
9

維
持
補
修
費

グ
ル
ー
プ
内
順
位

12
/1

5
都
道
府
県
平
均

4,
56

1
(円

)

0

3
,0

0
0

6
,0

0
0

9
,0

0
0

1
2,

0
00

1
5,

0
00

1
8
,0

0
0

2
,4

4
3

1
4
,2

0
4

6
,6

8
6

6
,8

0
8

6
,2

9
0

5
,9

7
6

4
,5

9
5

R
0
5

R
04

R
0
3

R
0
2

R
0
1

3
,4

1
5

3
,1

9
4

2
,9

9
0

3
,0

0
5

3
,2

3
6

扶
助
費

グ
ル
ー
プ
内
順
位

8/
15

都
道
府
県
平
均

10
,9

30
(円

)

3
,0

0
0

6
,0

0
0

9
,0

0
0

1
2,

0
00

1
5,

0
00

1
8,

0
00

2
1
,0

0
0

2
4,

0
00

2
7,

0
00

8
,1

8
5

2
2
,7

0
1

1
5
,4

3
0

1
5
,5

4
1

1
1
,6

8
2

1
1
,2

5
1

1
1
,0

7
9

R
0
5

R
04

R
0
3

R
0
2

R
0
1

1
6
,0

2
8

1
5
,0

3
8

1
5
,0

6
6

1
4
,7

9
1

1
4
,5

3
9

補
助
費
等

グ
ル
ー
プ
内
順
位

11
/1

5
都
道
府
県
平
均

14
1,

48
6

(円
)

8
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

1
2
0
,0

0
0

1
4
0
,0

0
0

1
6
0
,0

0
0

1
8
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0

1
3
8
,2

1
0

1
6
7
,1

7
4

1
4
9
,0

0
0

1
6
8
,6

6
8

1
6
2
,2

0
1

1
4
5
,2

4
5

1
0
3
,1

1
1

R
0
5

R
04

R
03

R
0
2

R
0
1

1
4
3
,3

0
2

1
7
6
,2

9
1

1
7
8
,8

4
3

1
5
2
,3

4
6

1
0
7
,8

6
7

普
通
建
設
事
業
費

グ
ル
ー
プ
内
順
位

13
/1

5
都
道
府
県
平
均

62
,2

07
(円

)

6
0
,0

0
0

8
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

1
2
0
,0

0
0

1
4
0
,0

0
0

1
6
0
,0

0
0

1
8
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0

8
0
,1

0
7

1
7
4
,4

3
4

1
1
8
,5

1
7

1
1
5
,9

9
1

9
3
,5

4
0

9
5
,4

2
9

9
1
,7

4
3

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

1
0
0
,9

4
8

9
8
,9

1
6

9
9
,2

1
2

9
0
,2

96
8
9
,5

5
2

普
通
建
設
事
業
費
（
う
ち
新
規
整
備

）

グ
ル
ー
プ
内
順
位

10
/1

5
都
道
府
県
平
均

19
,8

21
(円

)

0

2
0
,0

0
0

4
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0

8
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

8
,3

4
3

7
4
,4

0
0

3
9
,5

3
0

4
1
,5

3
8

3
2
,9

7
4

3
4
,2

16
3
3
,7

4
0

R
0
5

R
04

R
03

R
0
2

R
0
1

2
9
,9

6
2

3
3
,4

0
8

2
9
,8

4
1

2
8
,5

22
2
6
,3

1
8

普
通
建
設
事
業
費
（
う
ち
更
新
整
備

）

グ
ル
ー
プ
内
順
位

11
/1

5
都
道
府
県
平
均

26
,2

84
(円

)

0

2
0
,0

0
0

4
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0

8
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

2
7
,2

6
2

8
1
,8

8
8

4
9
,6

0
7

4
7
,6

6
9

3
4
,7

6
1

3
3
,5

45
3
1
,9

0
8

R
0
5

R
04

R
03

R
0
2

R
0
1

4
3
,5

8
6

3
7
,2

8
3

4
1
,2

4
7

3
5
,1

24
3
4
,0

1
0

災
害
復
旧
事
業
費

グ
ル
ー
プ
内
順
位

1/
15

都
道
府
県
平
均

2,
71

8
(円

)

0

10
,0

00

20
,0

00

30
,0

00

40
,0

00

6
2
0

2
5
,7

91

8
,9

5
2

8
,1

7
7

4
,5

06
6
,0

8
7

6
,8

7
6

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

2
5
,7

91

2
8
,1

4
5

2
4
,3

4
0

2
2
,9

7
9

2
1
,4

0
9

失
業
対
策
事
業
費

グ
ル
ー
プ
内
順
位

1/
15

都
道
府
県
平
均 0

(円
)

01

00 0
0

0
0

0

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

0
0

0
0

0

公
債
費

グ
ル
ー
プ
内
順
位

14
/1

5
都
道
府
県
平
均

53
,2

04
(円

)

20
,0

00

4
0
,0

0
0

60
,0

00

80
,0

00

1
0
0
,0

0
0

1
2
0
,0

0
0

4
3
,9

08

9
8
,4

49

7
5
,8

01
7
5
,6

7
3

7
3
,2

8
5

7
1
,9

4
7

7
2
,3

9
2

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

6
0
,1

00
6
0
,4

6
1

5
5
,9

4
7

5
5
,7

3
6

5
7
,1

5
6

積
立
金

グ
ル
ー
プ
内
順
位

11
/1

5
都
道
府
県
平
均

14
,7

76
(円

)

0

10
,0

00

20
,0

00

30
,0

00

40
,0

00

50
,0

00

7
,3

92

3
4
,7

53

1
9
,0

71
1
7
,5

7
2

2
0
,9

0
1

8
,4

0
7

6
,3

5
4

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

1
6
,3

9
3

9
,8

8
9

2
4
,4

1
6

9
,6

8
5

7
,0

7
6

投
資
及
び
出
資
金

グ
ル
ー
プ
内
順
位

6/
15

都
道
府
県
平
均

2,
52

9
(円

)

0

1
,0

0
0

2
,0

0
0

3
,0

0
0

4
,0

0
0

02
,7

28

1
9
5

8

4
8
8

4
4
1

7
8
1

R
05

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

5

4
4

3

4
8
8

貸
付
金

グ
ル
ー
プ
内
順
位

11
/1

5
都
道
府
県
平
均

40
,1

71
(円

)

0

2
0
,0

0
0

4
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0

8
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

1
2
0
,0

0
0

1
,5

28

9
4
,5

6
5

4
9
,6

77
5
5
,0

96
5
8
,1

5
5

7
3
,3

3
6

2
3
,8

5
3

R
0
5

R
0
4

R
0
3

R
0
2

R
0
1

3
3
,0

0
3

3
9
,0

72
4
4
,2

6
3

4
0
,0

6
5

2
9
,3

2
1

繰
出
金

グ
ル
ー
プ
内
順
位

2/
15

都
道
府
県
平
均

6,
16

3
(円

)

5
,0

0
0

6
,0

0
0

7
,0

0
0

8
,0

0
0

9
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R
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0
4

R
0
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R
0
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R
0
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0
0
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0

0

性
質
別
歳
出
の
分
析
欄

財
政
再
建
戦
略
（H

20
年

4月
か
ら

H
24
年

4
月
ま
で
の

4年
間
）
を
は
じ
め
と
し
た
累
次
に
わ
た
る
財
政
健
全
化
の
取
組
み
に
よ
り
、
職
員
削
減
に
よ
る
人
件
費
の
抑
制
や
、
一
般
行
政
経
費
・投

資
的
経
費
の
抑
制
を
実
施
し
て
き
た
が
、
熊
本
地
震
及
び
令
和

2年
7
月
豪
雨
災
害
へ
の
対
応
や
社
会
保
障
経
費
の
増
等
に
伴
い
、
平
均
値

を
超
え
高
い
数
値
と
な
っ
て
い
る
項
目
が
あ
る
。

令
和

5年
度
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
関
連
事
業
の
縮
小
に
伴
い
、
物
件
費
及
び
補
助
費
等
が
大
き
く
減
少
し
た
。

今
後
と
も
、
平
成

2
8年

熊
本
地
震
及
び
令
和

2年
7月

豪
雨
災
害
か
ら
の
創
造
的
復
興
や
物
価
高
騰
、
公
共
施
設
の
老
朽
化
等
に
的
確
に
対
応
し
な
が
ら
、
真
に
必
要
な
事
業
へ
の
選
択
と
集
中
を
徹
底
し
、
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
る
。
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20
年

4月
か
ら

H
24
年

4
月
ま
で
の

4年
間
）
を
は
じ
め
と
し
た
累
次
に
わ
た
る
財
政
健
全
化
の
取
組
み
に
よ
り
、
職
員
削
減
に
よ
る
人
件
費
の
抑
制
や
、
一
般
行
政
経
費
・投

資
的
経
費
の
抑
制
を
実
施
し
て
き
た
が
、
熊
本
地
震
及
び
令
和

2年
7
月
豪
雨
災
害
へ
の
対
応
等
に
伴
い
、
平
均
値
を
超
え
高
い
数
値
と
な
っ

て
い
る
項
目
が
あ
る
。

令
和

5年
度
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
関
連
事
業
の
縮
小
等
に
伴
い
、
衛
生
費
及
び
商
工
費
が
大
幅
減
と
な
っ
た
。

一
方
、
定
年
延
長
に
備
え
た
退
職
手
当
基
金
積
立
金
の
増
等
に
よ
り
総
務
費
が
増
加
し
た
。

今
後
と
も
、
平
成

2
8年

熊
本
地
震
及
び
令
和

2年
7月

豪
雨
災
害
か
ら
の
創
造
的
復
興
や
物
価
高
騰
、
公
共
施
設
の
老
朽
化
等
に
的
確
に
対
応
し
な
が
ら
、
真
に
必
要
な
事
業
へ
の
選
択
と
集
中
を
徹
底
し
、
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
る
。
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も

プ
ラ

ス
と

な
っ

た
。

R5
年

度
は

、
歳

入
・

歳
出

と
も

に
前

年
度

か
ら

同
程

度
減

少
し

た
が

、
新

型
コ

ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

対
応

関
連

事
業

の
縮

小
等

に
よ

る
翌

年
度

に
繰

り
越

す
べ

き
財

源
の

減
少

に
伴

い
プ

ラ
ス

と
な

っ
た

。

な
お

、
財

政
調

整
基

金
は

前
年

度
と

同
様

に
約

18
億

円
を

維
持

し
て

い
る

。
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標
準

財
政

規
模

比
（

％
）

会
計

年
度

R
01

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

2.
51

5.
00

4.
33

4.
57

6.
68

0.
81

1.
34

1.
47

1.
36

1.
80

1.
15

0.
79

0.
62

0.
58

0.
91

0.
36

0.
34

0.
44

0.
56

0.
58

0.
30

0.
32

0.
30

0.
30

0.
38

0.
51

0.
47

0.
29

0.
20

0.
33

0.
44

0.
42

0.
37

0.
36

0.
32

-
0.

20
0.

13
0.

14
0.

22

-
-

-
-

-

0.
67

0.
32

0.
25

0.
34

0.
33

臨
海

工
業

用
地

造
成

事
業

特
別

会
計

流
域

下
水

道
事

業
会

計

そ
の

他
会

計
（

赤
字

）

そ
の

他
会

計
（

黒
字

）

一
般

会
計

国
民

健
康

保
険

事
業

特
別

会
計

電
気

事
業

会
計

病
院

事
業

会
計

工
業

用
水

道
事

業
会

計

市
町

村
振

興
資

金
貸

付
事

業
特

別
会

計

0.
00

2.
00

4.
00

6.
00

8.
00

10
.0
0

12
.0
0

14
.0
0

赤 字 額

黒 字 額

赤 字 額

黒 字 額

赤 字 額

黒 字 額

赤 字 額

黒 字 額

赤 字 額

黒 字 額

R
0
1

R
0
2

R
0
3

R
0
4

R
0
5

分
析
欄

（
8
）

連
結

実
質

赤
字

比
率

に
係

る
赤
字

・
黒

字
の
構

成
分

析
（
都

道
府

県
）

令
和

5
年

度
熊

本
県

標
準

財
政

規
模

比
（

％
）

一
般

会
計

、
特
別
会

計
に

お
い

て
、
こ
れ

ま
で

赤
字
は

発
生
し

て
い

な

い
。 ま
た
、
各
会
計
、
毎
年
一
定
程
度
の
黒
字
を
確
保
し
て
お
り
、
資
金
不
足

等
が

発
生
す

る
状
況
に

も
な

い
。

一
般

会
計

に
お
い
て

は
、
実
質

収
支
額
は
29
5億

円
弱
の
黒

字
と

な
っ

て
お

り
、

対
前
年

度
比
で

95
億

円
余

増
加
し

て
い
る

。
こ

れ
は

、
形
式
収

支
額

が

増
え

た
こ
と

及
び
実
質

収
支

の
算

定
上
、
形

式
収

支
額
か

ら
差
し

引
く

繰
越

額
が

減
少
し

た
こ
と
に

よ
り

、
標

準
財
政
規

模
に

対
す

る
黒
字
額

の
割

合
は

前
年

度
よ
り

上
昇
し
て

い
る

。

特
別

会
計

の
う
ち
最
も

規
模
の

大
き
な
国

民
健

康
保

険
事
業
特

別
会

計
に

お
い

て
は
、

実
質
収
支

額
は
79
億

円
余
の
黒

字
と

な
っ

て
お
り
、

制
度

改
正

に
伴

う
財
政

安
定
化
基

金
の
一
部

取
崩
し
に

伴
い

対
前

年
度
比
で

20
億

円
余

増
加

し
て
い

る
た
め
、
標

準
財
政

規
模
に
対
す

る
黒
字

額
の
割
合

は
前

年
度

よ
り
上
昇
し
て
い
る
。

今
後

も
、

事
業
見
直

し
に

よ
る

通
常
経
費

の
抑

制
等

に
よ
り
、

健
全

な
財

政
運

営
に
努

め
る
。
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（
百

万
円

）

分
子
の
構
造

年
度

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

81
,3

89
77

,3
55

77
,1

21
83
,3
47

82
,2
37

-
-

-
-

-

20
,7

09
20

,3
03

19
,9

92
20
,1
97

21
,4
69

1,
53

8
1,

38
2

1,
24

6
1,
38
1

1,
37
4

-
-

-
-

-

72
3

69
0

2,
31

7
2,
22
1

1,
43
0

1
0

1
0

0

77
,6

71
74

,4
36

74
,0

72
72
,9
48

74
,5
08

26
,6

89
25

,2
94

26
,6

05
34
,1
98

32
,0
02

※
 
減
債
基
金
積

立
不

足
算

定
額

=
(C
)×

(１
－

(D
)
/(
E)
)

（
参
考
）

（
百

万
円

）

年
度

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

R0
5

25
,1

72
25

,5
47

18
,2

15
17
,8
75

18
,3
64

90
,0

85
85

,8
00

80
,6

40
82
,4
96

85
,5
17

89
,0

03
84

,4
34

79
,0

99
81
,4
06

85
,1
34

（
注

）
減

債
基

金
の

う
ち

、
実

質
公

債
費

比
率
の
算
定
に
用
い
る
満
期
一
括
償
還
地
方
債
の
償
還
の
財
源
に
係
る
も
の
の
み
を
記
入
。

　
　

　
減

債
基

金
積

立
金

の
年

度
を

超
え

た
一
般
会
計
又
は
特
別
会
計
へ
の
貸
付
額
は
控
除
し
て
記
入
。

算
入
公
債
費
等
(B
)

算
入

公
債

費
等

(
A)

－
(
B)

実
質

公
債

費
比

率
の

分
子

減
債
基
金

積
立
状
況
等
（

注
）

満
期
一
括
償
還
地
方
債
に
係
る
実
質
償
還
額
又

は
理
論
償
還
額
の
い
ず
れ
か
少
な
い
額
(C
)

前
年

度
末

減
債

基
金

残
高

(D
)

前
年

度
末

減
債

基
金

積
立

相
当

額
(E
)

元
利
償
還
金
等
(A
)

元
利

償
還

金

減
債

基
金

積
立

不
足

算
定

額
※

満
期

一
括

償
還

地
方

債
に

係
る
年
度
割
相
当
額

公
営

企
業

債
の

元
利

償
還

金
に
対
す
る
繰
入
金

組
合

等
が

起
こ

し
た

地
方

債
の
元
利
償
還
金
に
対
す
る
負
担
金
等

債
務

負
担

行
為

に
基

づ
く

支
出
額

一
時

借
入

金
の

利
子

（
9
）

実
質
公

債
費

比
率

（
分

子
）

の
構

造
（

都
道
府

県
）

令
和

5
年

度
熊

本
県

分
析
欄

0

20
,0
0
0

40
,0
0
0

60
,0
0
0

80
,0
0
0

10
0,
0
00

12
0,
0
00

元 利 償 還 金 等

算 入 公 債 費 等

元 利 償 還 金 等

算 入 公 債 費 等

元 利 償 還 金 等

算 入 公 債 費 等

元 利 償 還 金 等

算 入 公 債 費 等

元 利 償 還 金 等

算 入 公 債 費 等

R
0
1

R
0
2

R
0
3

R
0
4

R
0
5

（
百

万
円

）

元
利
償
還
金
等
は
、

平
成
28
年
熊
本
地
震
や

令
和

２
年
７
月
豪
雨
災
害
に

係
る
償
還
が
本
格
化

し
つ
つ

あ
る

一
方
、
臨
時
財
政
対
策
債
に
係
る
償
還
金
は
減

少
し
た
こ
と
等
に
よ
り

、
６
億
円
余
の
減
と
な
っ

た
。 一
方
、
算
入
公
債
費
等
に
つ
い
て
は
、
災
害
復
旧

等
に
係
る
基
準
財
政
需
要
額
の
う
ち
災
害
復
旧
費
が

増
加

し
た
こ
と
等
か
ら
、
15
億
円
余
の
増
と
な
っ

た
。 以
上
に
よ
り
、
Ｒ
５

年
度
の
単
年
度
に
お
け
る
実

質
公
債
費
比
率
の
分
子
は
減
少
し
て
い
る
。

分
析

欄 満
期

一
括

償
還

地
方

債
の

償
還

の
た
め

の
減
債

基
金

は
適
切

に
積

み
立

て
ら
れ
て

い
る

。
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（
百

万
円

）

分
子

の
構

造
年

度
R
0
1

R
0
2

R
0
3

R
0
4

R
0
5

1
,
6
7
9
,
1
1
9

1
,
7
1
4
,
3
4
1

1
,
7
4
9
,
5
2
9

1
,
7
5
1
,
7
5
8

1
,
7
5
9
,
7
4
3

1
,
6
9
1

1
,
3
4
1

1
,
2
8
4

1
,
1
8
5

1
,
0
2
7

1
3
,
9
7
2

1
3
,
0
2
7

1
2
,
1
6
5

1
2
,
1
7
8

1
1
,
7
5
1

-
-

-
-

-

1
4
1
,
4
3
3

1
3
9
,
4
5
7

1
3
9
,
7
0
2

1
3
7
,
0
7
4

1
3
9
,
2
6
7

6
,
7
1
9

7
,
4
5
1

5
,
9
3
8

6
,
1
8
3

6
,
1
5
3

-
-

-
-

-

-
-

-
-

-

-
-

-
-

-

1
5
4
,
7
1
4

1
4
4
,
8
7
1

1
7
9
,
2
7
0

1
7
9
,
5
1
2

1
7
3
,
9
7
3

6
8
,
3
0
6

6
5
,
2
5
6

6
2
,
6
7
7

5
9
,
8
2
5

5
6
,
1
9
3

9
0
7
,
0
8
0

9
1
4
,
3
0
1

9
2
4
,
1
5
5

8
9
9
,
4
6
5

8
8
1
,
3
1
7

7
1
2
,
8
3
3

7
5
1
,
1
8
9

7
4
2
,
5
1
6

7
6
9
,
5
7
8

8
0
6
,
4
5
9

充
当

可
能

財
源

等
(
B
)

充
当

可
能

基
金

充
当

可
能

特
定

歳
入

基
準

財
政

需
要

額
算

入
見

込
額

(
A
)
－

(
B
)

将
来

負
担

比
率

の
分

子

将
来

負
担

額
(
A
)

一
般

会
計

等
に

係
る

地
方

債
の

現
在

高

債
務

負
担

行
為

に
基

づ
く

支
出

予
定

額

公
営

企
業

債
等

繰
入

見
込

額

組
合

等
負

担
等

見
込

額

退
職

手
当

負
担

見
込

額

設
立

法
人

等
の

負
債

額
等

負
担

見
込

額

う
ち

、
健

全
化

法
施

行
規

則
附

則
第

三
条

に
係

る
負

担
見

込
額

連
結

実
質

赤
字

額

組
合

等
連

結
実

質
赤

字
額

負
担

見
込

額

0

50
0,
0
00

1,
00
0
,0
0
0

1,
50
0
,0
0
0

2,
00
0
,0
0
0

2,
50
0
,0
0
0

将 来 負 担 額

充 当 可 能 財 源 等

将 来 負 担 額

充 当 可 能 財 源 等

将 来 負 担 額

充 当 可 能 財 源 等

将 来 負 担 額

充 当 可 能 財 源 等

将 来 負 担 額

充 当 可 能 財 源 等

R
0
1

R
0
2

R
0
3

R
0
4

R
0
5

分
析
欄

（
1
0
）

将
来

負
担

比
率

（
分

子
）

の
構
造

（
都

道
府
県

）
令

和
5
年

度
熊

本
県

（
百

万
円

）

一
般

会
計

等
に
係
る

地
方

債
の
現

在
高
に

つ
い

て
、

平
成

２
８
年

熊
本
地
震

分
や
臨
時

財
政
対
策

債
等

の
現

在
高

が
減
少

し
た
も
の

の
、
令
和

２
年
７
月

豪
雨

災
害

か
ら

の
復
旧

・
復
興
に

加
え
、
通

常
債
分
残

高
の
増
や

定
年

延
長
に

よ
る
支
給

見
込

職
員

数
の
増
加
に

伴
う
退

職
手

当
負
担

見
込
額
の

増
等
に
よ

り
、
将
来

負
担

額
は

9
5億

円
余
の

増
と
な
っ

た
。

充
当

可
能

財
源
等
は

、
令

和
５
年

度
末
退

職
対

象
者

の
う

ち
残
留

す
る
職
員

の
退

職
手

当
相
当
分

に
つ

い
て

県
職

員
等
退

職
手
当
基

金
が
皆
増

し
た
一
方
、

市
町
村

事
業
費
等
の
増
に
よ
り
熊
本
地
震
復
興
基
金
が
減
少

し
、
財

政
調

整
等
の
た

め
県

債
管

理
基
金
も
減

少
し
た

等
に

よ
り
、

55
億

円
余

の
減
と
な

っ
た
。

以
上
に
よ

り
、
将
来

負
担

比
率

の
分
子
は
増

加
し
て

い
る

。
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（
百

万
円

）

区
分

年
度

R0
3

R0
4

R0
5

1,
77
8

1,
78
6

1,
79
3

62
,1
71

62
,1
02

49
,0
61

48
,6
30

44
,7
03

48
,0
95

19
,4
13

17
,4
04

11
,3
63

-
-

7,
21
3

後
期

高
齢

者
医

療
財

政
安

定
化

基
金

4,
29
8

4,
31
6

4,
33
4

地
域

医
療

介
護

総
合

確
保

基
金

4,
42
9

3,
71
4

3,
92
8

-
-

3,
02
1

11
2,
57
9

10
8,
59
0

98
,9
50

公
立

学
校

情
報

機
器

整
備

基
金

基
金

残
高

合
計

財
政

調
整

基
金

減
債

基
金

そ
の

他
特

定
目

的
基

金

平
成

28
年

熊
本

地
震

復
興

基
金

職
員

等
退

職
手

当
基

金

0

20
,0

00

40
,
00
0

60
,0

00

80
,
00
0

10
0,

00
0

12
0,

00
0

R
0
3

R
0
4

R
0
5

（
1
1
）

基
金

残
高

（
東

日
本

大
震

災
分

を
含

む
）

に
係

る
経

年
分

析
（

都
道

府
県

）
令

和
5
年

度
熊

本
県

（
百

万
円

）

（
増
減
理

由
）

・
そ

の
他

特
定

目
的

基
金

は
職

員
等

退
職

手
当

基
金

の
積

立
等

に
よ

り
増

加
（

＋
3
4
億

円
）

し
た

が
、

減
債

基
金

の
減

（
▲

1
3
0億

円
）

等
に

よ
り

、
基

金
全

体
の

残
高

は
9
6億

円
減
少

し
た
。

（
今
後

の
方
針
）

・
財

政
調

整
基

金
や

後
期

高
齢

者
医

療
財

政
安

定
化

基
金

等
の

将
来

の
財

政
リ

ス
ク

に
備

え
た

基
金

は
、

現
在

の
水

準
の
維

持
に

努
め

る
。

・
平
成

28
年
熊
本

地
震

復
興
基

金
は

、
発

災
後

概
ね

10
年

で
復
興

事
業

に
活
用
す

る
。

・
そ
の
他

の
特
定

目
的

基
金

に
つ

い
て
も

事
業

の
進
捗
に

伴
い

、
段
階

的
に

残
高

は
減
少

し
て

い
く
見
込

み
。

基
金

全
体

（
基
金

の
使
途
）

・
平
成

28
年
熊
本

地
震

復
興
基

金
：

平
成
2
8年

熊
本
地
震

に
よ
る

災
害

か
ら
の
早

期
復
興

を
図

る
事
業
の

推
進

・
職
員
等

退
職
手

当
基

金
：
定

年
延
長
に

伴
う

財
政
平
準

化
に

備
え
た

退
職
手
当

の
積
立

・
地

域
医

療
介

護
総

合
確

保
基

金
：

地
域

に
お

け
る

医
療

及
び

介
護

の
総

合
的

な
確

保
の

促
進

・
後
期
高

齢
者
医

療
財

政
安
定
化

基
金
：

後
期

高
齢
者
医

療
の

財
政

の
安
定
化

（
増
減
理

由
）

・
職
員
等

退
職
手

当
基

金
：
定

年
延
長
に

伴
う

財
政
平
準

化
に

備
え
て

72
億
円
を

積
み
立

て
た

こ
と
に
よ

る
増

・
公
立
学

校
情
報

機
器

整
備
基
金

：
公
立

学
校

に
お
け
る

情
報
機

器
整

備
（

1人
1
台
端
末

）
の

た
め
3
0億

円
を

積
み

立
て
た
こ
と

に
よ
る

増

・
平

成
28

年
熊

本
地

震
復

興
基

金
：

事
業

実
施

に
伴

い
60

億
円

取
崩

し
た

こ
と

に
よ

る
減

（
今
後

の
方
針
）

・
平
成

28
年
熊
本

地
震

復
興
基

金
は

、
発

災
後

概
ね

10
年

で
復
興

事
業

に
活
用
す

る
。

・
そ
の
他

の
特
定

目
的

基
金

に
つ

い
て
も

事
業

の
進
捗
に

伴
い

、
段
階

的
に

残
高

は
減
少

し
て

い
く
見
込

み
。

そ
の

他
特

定
目

的
基

金

（
増
減
理

由
）

・
運
用
利

息
の

積
立
て

に
よ
る

増
加

（
今
後

の
方
針
）

・
現
在

の
水
準
の

維
持

に
努
め

る
。

財
政

調
整

基
金

（
増
減
理

由
）

・
財
源
対

策
等

の
た
め

の
取
崩
し

に
よ
り
1
30

億
円
の

減

（
今
後

の
方
針
）

・
最
低
限

、
現
在

の
水

準
の
維

持
に

努
め

る
こ

と
と
し

、
で
き
る

だ
け

臨
時
財
政

対
策
債

の
乖

離
解
消
分

と
し
て

も
積

み
立

て
る

。

減
債

基
金
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